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八代港ポートセールスビジョン 

 

 

はじめに                                                                       
 

八代港ポートセールス協議会及び熊本県では、世界有数のハブ港である釜山港航路

や、神戸港との国際フィーダー航路に加え、令和３年には台湾各港とを結ぶ航路も開

通し、これらの港を経由して全世界との貿易が行える八代港の国際物流拠点化を図り、

国際経済交流の拡大と地域経済の発展等を目指し、ポートセールスの方向性や取組内

容、達成目標等を関係者間で共有し連携の上、戦略的に取り組むことを目的に、「八代

港ポートセールスビジョン」を策定している。 

令和元年の前ビジョン策定から５年が経過しており、また、ＴＳＭＣ(台湾積体電路製

造)の熊本進出や世界的な脱炭素化、物流の２０２４年問題等、大きな社会情勢の変化

があり、それらへの適切な対応を迫られている。 

そのため、令和元年から５年までのポートセールス活動や目標達成状況などの実績

を踏まえ、八代市も加わり、今後５年間(令和６年度～１０年度)の目標や取組方針を設定

した新たなビジョンを策定する。なお、本ビジョン期間内であっても、目標達成状況

や社会情勢の変化等により必要に応じて、適宜、改正等を行うこととする。 
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１ 八代港の概要                                                                                               

八代港は、熊本県最大の貿易港であり、飼肥料や八代港背後に立地している製造業

の原料等の輸入や、原木や紙・パルプ等の輸出に向けた物流拠点として大きな役割を

担っている。 

八代港における工業用地は、１６７．３haのうち１６４．３haに製造業を主とした

産業（飼料関連、アルミ建具関連、石油関連、製紙関連、船外機製造、セメント関連

など）が集積しており、飼料生産については中九州の拠点（飼料の原料輸入及び生産

拠点）であり、原木の輸出に関しては、取扱量、取扱額ともに全国２位（令和５年）

となっている。 

九州の西部に位置する八代港は、日本の中でも韓国、中国、台湾、東南アジアなど

のアジア諸国と近く、韓国・釜山まで約３００ｋｍ、中国・上海まで約９００ｋｍ、

台湾・基隆まで約１，２００ｋｍの距離に位置し、アジア圏との貿易において地理的

な優位性がある。 

また、国内では、東京から約９００ｋｍと、上海と東京を結ぶ中間にあり、大阪か

ら約５００ｋｍ、福岡から約１２０ｋｍに位置している。さらに、九州自動車道及び

南九州西回り自動車道の八代ＩＣ、国道３号と八代港を連結する八代港線をはじめ、

九州新幹線の新八代駅やＪＲ八代駅等が１０ｋｍ圏内に所在する。とりわけ、八代Ｉ

Ｃから福岡ＩＣまで９０分、鹿児島ＩＣまで１００分、宮崎ＩＣまで１００分で行く

ことができ、九州内の主要都市までのアクセスの良さは、八代港が持つ大きなポテン

シャルの一つと言える。 

八代港は、このような地理的優位性を持つことから、国際コンテナ貨物の利用やバ

ルク貨物の取扱いが順調に増加し、県内はもとより、南九州の企業の貿易には欠かせ

ない港となっている。 

更に、ＴＳＭＣの進出により熊本県が注目を集める中、物流拠点として八代港を活

用した建設資材や半導体製造に用いる化学品等原材料の輸入が活発化することで、経

済効果を県内全域へと波及させることが期待されている。 
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２ 現状と課題                                                                                                  

（１）航路 

・ 世界有数のハブ港である釜山港との間の国際コンテナ定期航路の週２便と、

神戸港を経由して世界各国との貿易を行うことができる国際フィーダー航路

が週１便運航しているほか、令和３年には県内初となる台湾航路が就航した。 

・ 現在、八代港の年間貨物取扱量は 2.3 万ＴＥＵ程度であり、現在の荷量の

ままでは採算面で厳しい状況が見込まれるため、船社にとって新規で就航を

開始することは難しい面がある。 

・ 加えて、中国・台湾船社が扱う船舶が大型化しているが、現在の当港湾の機

能では、岸壁延長や水深が不足しているため、入港することができないとの

機能面の課題もある。 

 

＜国際コンテナ定期航路＞ 

［釜山港 週２便］ 

（火曜運航）高麗海運株式会社 

日本総代理店：高麗海運ジャパン株式会社 

船舶代理 店：日本通運株式会社八代支店 

（木曜運航）長錦商船株式会社、興亜LINE株式会社 

日本総代理店：株式会社シノコー成本 

船舶代理 店：松木運輸株式会社 

［台湾各港 週１便］ 

（月曜運航）愛媛オーシャン・ライン株式会社 

船舶代理 店：八代港湾倉庫株式会社 

＜国際フィーダーコンテナ航路［神戸港 週１便］＞ 

（土曜運航）ＯＯＣＬ 

        内 航 船 社：井本商運株式会社 

船舶代理店：日本通運株式会社八代支店 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前ビジョン期間における主な動き】 

・ 新規航路の誘致に向けて、「国際コンテナ航路開設等助成事業」をセールス

材料に船社への航路誘致活動を実施してきたこともあり、令和３年１月に県

内初となる台湾航路が新規就航し、令和５年８月末にダブルコールが開始さ

れたことで、既存航路の釜山航路及び国際フィーダー航路と合わせて週５便

化が実現したが、令和６年８月末にダブルコールが休止され週４便に戻って

いる。 

・ また、前ビジョンで掲げた中国への直行便の誘致には至っていない。 
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（２）貨物集貨（コンテナ取扱量） 

・ 八代港のコンテナ定期航路を利用した荷主企業に対して助成する「国際コ

ンテナ利用拡大助成事業」を活用したポートセールス活動の結果、継続して

八代港を利用する企業が定着するなど、一定の成果を挙げてきた。特に令和

３年は台湾航路の新規就航もあり、同年の取扱量は過去最高を記録した。 

・ 輸出では、近年の海外における原木需要の増加に伴い原木の取扱いが増加

しており、半数を占めている。 

・ 輸入では、飼肥料の他、八代港背後に立地している製造業の貨物が多くを

占めている。 

・ 現在、船賃や便数、リードタイムといった航路サービスが利用を検討され

る企業の意向と折り合わず、県内企業でも、より競争力の高い九州北部港が

選ばれているケースが多く※、増便・延伸に至るほどの荷量が確保できていな

い。 

・ また、令和４年以降は台湾航路の寄港日数減や中国経済の停滞による主要

な輸出品である原木の取扱が減少している。 

・ 一方で、ＴＳＭＣの熊本進出を機に県内港利用の機運が高まっており、今

後は取扱量の増加が期待される。 

 ※ 熊本県内の輸入は 69.4%が博多港、10.3％が八代港。輸出は 73.3％が博多港、8.2％が八

代港となっている。（国土交通省「令和５年度全国輸出入コンテナ貨物流動調査」） 

 

＜コンテナ取扱量目標と実績＞                ［単位：TEU］ 

  

暦年 R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023)

目標 － 24,000 25,000 26,000 27,000 28,000

実績 23,065 23,357 23,623 26,946 25,372 23,159

中
目

H30(2018)
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(企業立地課調べ) 

※1TEU：コンテナ貨物取扱量を 20 フィートコンテナ単位に換算したもの（標準的な 20 フィートコンテ

ナは長さ 6.1ｍ・幅 2.4ｍ・高さ 2.6ｍ、容積 32.1 ㎥、最大積載量約 28 トン） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(企業立地課調べ) 

  

令和５年 コンテナ輸出貨物 
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韓国
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令和５年 コンテナ輸入貨物 
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 (出典)国土交通省「令和５年度全国輸出入コンテナ貨物流動調査」より作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）港湾機能（施設や設備） 

・ 水深１２ｍの岸壁を持つコンテナターミナルには、コンテナの積み卸し   

に使われるガントリークレーン２基のほか、ストラドルキャリアや冷凍コン

テナ用コンセント、危険物蔵置エリア、ＣＦＳ倉庫等を配備している。 

・ 工業用地としては、八代外港工業用地の分譲が令和３年４月に完了したた

め、新たな事業用地の確保が必要となっている。 

・ また、近年の海外における原木需要の増加に伴い原木の取扱いが急激に増

加しており、八代港外港地区では、蔵置場不足が顕著となっている。 

・ 加賀島地区では埋立ての完了により新たな土地利用の拡大が可能となって

いる。 

・ 国土交通省は、港湾物流全体の生産性向上を図るため、紙、電話、メール等

で行われている港湾物流手続の電子化に取り組んでおり、本県では、熊本港、

八代港、三角港及び水俣港の４港で輸出入・港湾関連情報処理システム(ＮＡ

【前ビジョン期間における主な動き】 

・ 「国際コンテナ利用拡大助成事業」を活用し、熊本県内や九州南部の荷主企

業を中心にポートセールス活動を実施してきた結果、令和元年から令和３年

までは、コンテナ取扱量の過去最高を更新し続けた。 

・ しかし、令和４年以降は、コロナ禍での物流混乱や中国経済の停滞による主

要な輸出品である原木の中国、韓国向けの取扱量の減少、台湾航路の寄港回数

減等により前年比で減となった。 

熊本県生産貨物の輸出港利用割合 

 

 

 

 

 

 

 

東京港

1.0%
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12.6%

北九州港

1.4%

博多港

73.3%

熊本港

2.2%
八代港

8.2%

その他

1.3%

熊本県消費貨物の輸入港利用割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

神戸港

9.9% 下関港

1.9%
北九州港

3.8%

博多港

69.4%

伊万里港

1.6% 八代港

10.3%

熊本港

1.9%

その他

1.2%
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ＣＣＳ)を導入している。 

・ 港湾物流手続きの電子化については、特定の事業者間では進んでいるもの

の、約５割の手続が依然として紙や電話、メール等で行われている。このた

め、情報の問合わせや書類の郵送など、非効率な作業が発生している。熊本

港、三角港、水俣港では電子申請が行われていないが、八代港では、一部の

事業者から電子申請が行われている状況にある。 

・ クルーズ船の寄港に向けては、平成２９年度に国際旅客船拠点形成港湾の

指定を受け、世界最大級の２２万㌧級のクルーズ船が寄港可能となる専用岸

壁・泊地を供用開始しており、これは災害時の緊急物資輸送等での活用も見

込まれている。 

 

＜コンテナ関連施設＞ 

  
＜バルク関連施設＞ 

  
＜クルーズ関連施設＞ 

  
 

 

 

岸壁 水深１２ｍ岸壁　１バース

面積 ５６，０００㎡

蔵置能力 ２，４４２ＴＥＵ

ガントリークレーン２基（５段１３列、３段８列）

ストラドルキャリア３台（２台は民間所有）、

冷凍コンテナコンセント４８口（440ｖ46口、220ｖ2口）、

危険物蔵置（高圧ガス取扱可）

ＣＦＳ倉庫

　　倉庫規模：１，０００㎡

　　常温部　　　　　　　　　　規模：５００㎡×１区画

　　定温部（０℃～１５℃）　規模：２５０㎡×２区画

設備

水深１４ｍ岸壁　１バース

水深１０ｍ岸壁　３バース
岸壁

岸壁 水深１０ｍ岸壁　１バース
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（４）新たな環境変化への対応 

①モーダルシフトの推進 

 ・ カーボンニュートラルや物流の「２０２４年問題」への対応のため、企業

では国内貨物のトラック輸送から内航船を活用した輸送へのモーダルシフト

が検討される中、国際フィーダー航路が運航していることで国内貨物の輸送

手段として同航路の活用が一つの選択肢となることが期待できる。 

【前ビジョン期間における主な動き】 

・ 平成２９年度に新大型ガントリークレーンが導入され、平成３０年４月に

蔵置能力が従来の約１．６倍となる新コンテナターミナルの供用を開始した。 

・ 令和４年７月にはＣＦＳ倉庫の供用が開始され、小口貨物の積替えが可能

となったほか、今後のコンテナ貨物需要を見据え、令和６年度以降にコンテナ

ターミナルの拡張を予定している。 

・ 令和２年１０月に、国は「２０５０年カーボンニュートラル」を宣言し、産

業拠点である港湾においても、脱炭素化に向けた取組みが求められている。八

代港におけるカーボンニュートラルポート(ＣＮＰ)の形成に向けては、令和４

年１２月に港湾脱炭素化推進協議会を設置し、脱炭素社会の実現に貢献する

国際物流拠点港を目指し、港湾の脱炭素化に向けた検討を進めている。 

 

ガントリークレーン 

 

ストラドルキャリア 

CFS 倉庫 
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・ 加えて、八代港からは、九州自動車道の八代ＩＣと日本貨物鉄道（株）の八

代駅がどちらも１０ｋｍ圏内にあり、陸上輸送や鉄道輸送と結節しやすい環

境にあることから、モーダルシフトの実現のポテンシャルが高いと言える。 

・ 一方で、費用面で比較した場合、船舶に

よる海上運送は陸送に比べ、一定のコスト

増が見込まれることが多く、また、船舶は

決められたダイヤに従って運航され、リー

ドタイムがトラックよりも長時間化する

との指摘もあり、海上輸送のメリットを丁

寧に説明する必要がある。 

・ また、ＴＳＭＣ工場進出により半導体関

連企業の更なる集積に伴い、建築資材や化

学品、大型精密機械等の輸送が見込まれる

ため、海上輸送需要を的確に把握し、対応

することが重要である。 

 ②港湾脱炭素化の推進 

・ 国土交通省では、国内港湾施設について、水素やアンモニア等の受け入れ環

境の整備や、脱炭素化に配慮した港湾機能高度化、臨海部産業との連携等を

通じてカーボンニュートラルポート(ＣＮＰ)を形成し、国全体の脱炭素社会の

実現に貢献することとしている。 

・ 本県においても、港湾における脱炭素化の取組みを推進するため、県内最大

の工業港である八代港において、令和４年１２月に「八代港港湾脱炭素化推

進協議会」を設置し、八代港利用者や立地企業等関係者と協力しながら港湾

脱炭素化推進計画の策定を進めている。 

・ 八代港においては、ターミナル内及びターミナルを出入りする車両・船舶に

比べ、ターミナル外の電力・化石燃料によるＣＯ２排出量の割合が大きい（全

体の９割超を占める）ことから、港湾部立地産業等の脱炭素化を率先して検

討、実施していく必要がある。 

・ また、脱炭素化の取組みは、ＣＯ２を排出するそれぞれの企業の経営戦略の

見直しや新たな設備投資が必要となってくるため、成果の発現には時間を要

することが懸念される。 

 ③小口混載貨物の充実に向けた取組み 

・ 令和４年７月に、八代港内での小口貨物の積合せや積卸が可能となるＣＦ

Ｓ倉庫が供用開始されたことから、利用促進に向けては「小口混載貨物（Ｌ

ＣＬ）利用促進助成事業」を活用した小口混載貨物事業者や荷主企業へのポ

ートセールス活動を実施している。 

・ 現在、八代港における輸出は一定のニーズがあるものの、コンテナ１本を仕

立てられるほどの荷量が集まらないため、小口混載貨物サービスを提供する
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事業者がいない。一方、八代港では輸入が輸出を大きく超過しており、輸入

品を運搬してきたコンテナが空で戻るなど、輸出量の確保が求められている。 

・ また、特に農水産物のように厳格な日数管理が必要なものを扱う場合には

航路や便数、冷蔵倉庫などの環境整備や、ＣＩＱ（税関、出入国管理、検疫）

機能などが不足しており、九州北部港での小口混載貨物サービスを利用して

いる状況にある。 

④ＴＳＭＣの進出を契機とした更なる産業の集積への対応 

・ ＴＳＭＣの進出を契機として企業立地促進補助金を活用し、半導体関連企

業や物流企業の誘致が進んでいる。 

・ これに伴い、半導体製造に用いる高圧ガス等の取扱量の増加や、それを見

込んだ物流企業等の進出が期待できる。 

・ 現在、八代外港工業用地に分譲可能な用地がないため、特に港湾利用の向

上につながる企業等の立地を促進するためには、周辺地域の用地や新たな工

業団地を整備していく必要がある。 

⑤クルーズ船の寄港促進 

・ 国では、年間３６５日、世界最大級のクルーズ船の寄港に対応できる専用岸

壁を整備し、ロイヤルカリビアン社では、ＣＩＱ施設等を機能的に配置した

旅客ターミナル、そして、その周辺には、高さ約６ｍの「ビッグくまモン」

や５４体のくまモンが並んだ「くまモン合唱隊」、日本の四季を感じられる日

本庭園などの集客施設を配した「くまモンパーク」を整備した。 

・ また県では、世界最大級のクルーズ船にも対応する、最大１５０台の大型バ

スが駐車可能な駐車エリア等を整備した。 

・ 新型コロナウイルスの影響により、令和２年３月の「くまモンポート八代」

完成後、暫くはクルーズ船が寄港しなかったが、コロナ収束後はクルーズ船

の寄港受入れを再開し、令和５年４月に国際クルーズ船としてクイーンエリ

ザベスが初寄港した。 

 ・ 令和２年１１月には県、八代市、八代商工会議所及びＤＭＯやつしろを構

成団体とする「くまモンポート八代・クルーズ活性化協議会」を設立し、受

入環境の充実によるクルーズ船誘致に取り組んでいる。 

 ・ クルーズ旅客受入れに伴う入国審査等の手続きについて、クルーズ船社か

ら円滑な手続きを要請されている。 

 ・ くまモンポート八代は新しいクルーズ拠点港のため国際的な認知度がまだ

十分でなく、更にクルーズ船の寄港では通常２～３年先の予約を行うことか

ら、今後の寄港増のためには海外の船社を中心に認知度を高めていく必要が

ある。 
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 ⑥戦略的広報の展開 

・ 新聞等のメディアを活用した各種広報や展示会への出展、ポートセミナー    

の開催等により幅広い関係企業へのＰＲ活動を実施している。特にポートセ

ミナーについては、コロナ禍で開催を見送った年もあるものの、会場とオン

ライン同時配信によるハイブリッド形式や初めての関西地方(神戸市)での開

催など、多様な手段によるＰＲを試みた。 

・ 八代港が国際貿易港であることやコンテナ貨物に対する助成制度があるこ

とを認知していない荷主企業もあり、新たな分野での広報等、効果的な広報

活動を検討する必要がある。 

・ 展示会やポートセミナー等の各種機会を捉えた広報活動の実施に加え、ポ

ートセールス協議会ホームページの更新等、タイムリーな情報を継続して提

供することが必要である。ポートセールス協議会ホームページは日本語ペー

ジのみで、英語や中国語等の他言語には対応していない。 

 ⑦民間企業や関係行政機関との連携した取組み 

・ 県、八代市、ポートセールス協議会による「国際コンテナ利用拡大助成事

業」の実施など、関係行政機関で連携しながら国際コンテナ貨物の取扱量増

加に向けて取り組んでいる。 

・ また、支援策の検討、実施にあたっては、民間企業へのヒアリング等による

需要の把握に努めるほか、行政と船社等による集荷営業を行うなど、連携し

ながら活動している。 

・ 「国際コンテナ利用拡大助成事業」については、無期限に支援を継続するの

は適切ではなく、取扱貨物量の増加に伴う利用料金の低廉化による自走化の

実現が必要である。加えて、カーボンニュートラル等の社会情勢の変化に対

応するための、政策誘導的な支援策が重要である。 

・ 釜山航路を活用した貨物輸送の施策展開には、国における国際基幹航路の

国内への寄港の維持・拡大を図る国際コンテナ戦略港湾政策の動きもあり、

適切な施策バランスも必要となる。 

・ また、「やつしろ物流拠点構想」のもと、大型ガントリークレーンの設置や

コンテナヤードの移設拡充、中小企業大学校での物流に関するセミナーの開

催等、ハード・ソフト両面で取組みが進められた。今後は、八代市の「八代

港を核とする将来的な成長ビジョン」や「新八代駅周辺グランドデザイン」

の取組みも考慮しながら、経済情勢等も踏まえ、物流拠点としての更なる機

能強化を目指し、取組みを推進する必要がある。 
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３ 今後の方向性                                                                                

【目標】 
 ・ 目標値については、以下の増加要素や過去最高値（R3：26,946TEU）を念頭に、 

  30,000TEU を本ビジョンの最終年度までに達成するものとする。 

 

 ＜増加要素＞ 

  ✓ ＪＡＳＭ第一工場の稼働（令和６年１２月～）及び第二工場の稼働（令和９

年末目標）に伴う高圧ガス等の輸入増 

  ✓ コンテナターミナルの拡張に伴うコンテナ蔵置量の増 

  ✓ 内航船を活用したモーダルシフトの推進 

 

＜目標値＞                           ［単位：TEU］ 

 
 

【具体的な施策】 

（１）航路 

・ 多くの原木などが輸出されており、荷主企業からの望む声が多い上海航路

などの新規開設に向けて、中国船社を重点ターゲットとした誘致活動を実施

する。 

・ ＪＡＳＭの第一工場の稼働開始や第二工場の建設に向けて、半導体関連材

料や建設資材等の台湾からの輸入が増加することが見込まれるため、台湾航

路のダブルコール再開を船社に働き掛ける。 

・ 既存航路については、寄港船社との定期的な情報交換を継続し、既存航路の

維持とともに、増便・延伸を働き掛ける。 

・ 利用企業及び取扱貨物量の増加に取り組み、寄港船舶の大型化や増便によ

る港の利便性向上を図る。 

（２）貨物集貨(コンテナ取扱量) 

・ 当面は、「国際コンテナ利用拡大助成事業」を活用しながら、半導体関連企

業等の荷主企業をターゲットに国際フィーダー航路や内航輸送の利用を含め

たポートセールス活動を実施する。 

・ 特に、八代港はＪＡＳＭ向けの化学品の輸入に利用されており、令和６年

末の本格稼働に伴い、取扱量の増加が見込まれることから、更なる利用促進

に向けた情報収集や働きかけを行う。 

・ 物流の「２０２４年問題」を背景とした八代港の地理的な優位性を念頭に、

この優位性を全面に出して積極的なポートセールスを行う。 

暦年 R6(2024) R7(2025) R8(2026) R9(2027) R10(2028)

取扱数 23,159 24,000 25,500 27,000 28,500 30,000 40,000

R5(2023)

実績

中長期

目標
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・ また、荷主企業や必要に応じて商社やフォワーダーに対してのポートセー

ルスを行い、直行便の利活用促進を図る。 

（３）港湾機能(施設や設備) 

・ ＣＦＳ倉庫については、コロナ禍後に再開された国際クルーズへの地元食

材提供などで活用されることが期待されるため、引き続き、各関係機関と連

携しながら、外国クルーズ船への食材納品等、県産農水産物のＰＲ活動を行

い、利用者の開拓を進めていく。 

・ 水深１４ｍ航路については、着実な整備推進を国に要望していく。 

・ コンテナターミナルの拡張については、令和５年度から測量設計を進めて

おり、令和６年度から拡張工事に着手する予定である。 

・ 不足する事業用地の確保及び取扱量の増加が続く原木の蔵置場不足への対

応を図るため、加賀島地区において臨海工業用地の整備を推進するとともに、

外港地区未利用地の活用を図る。 

・ 国土交通省は、港湾の生産性を向上させ、港湾を取り巻く様々な情報が有

機的につながる事業環境を実現するため、各分野（港湾物流、港湾管理、港湾イン

フラ）を電子化し、これらをデータ連携により一体的に取り扱う「サイバーポ

ート」の取組みを進めている。 

・ 本県でも今後、サイバーポートによる業務処理が必要となる見込みである

ことから、国の本格稼働に合わせて国が構築する全国統一的なシステムを導

入し、港湾物流手続きの電子化を進めていく予定である。 

・ また、八代港では、業務の効率化や労働力不足への対応を図るため、令和

５年度にコンテナターミナルを運営する企業等において、コンテナ並び替え

をＡＩで自動化しサポートする機能などを有する港湾物流システムを導入し

ており、今後、国土交通省が取組を進めるサイバーポートとの連携により、

更なる港湾機能の向上を図る。 

（４）新たな環境変化への対応 

①モーダルシフトの推進 

・ 経費助成を含めた政策誘導による内航船を活用したモーダルシフトを推進

することで、企業活動を物流面から支援し、カーボンニュートラルにも配慮

した持続可能な操業や八代港の利活用促進を図る。 

  ②港湾脱炭素化の推進 

・ 令和６年度策定予定の「八代港港湾脱炭素化推進計画」に基づき、省エネ

の推進、電気やゼロカーボン燃料へのエネルギーシフト、電気のＣＯ２ゼロ

化（再エネ電力導入）等、港湾地域に立地する企業における経済活動の脱炭

素化を実現可能な取組みから着実に進めていく。 
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③小口混載貨物の充実に向けた取組み 

・ 豊かな農林水産資源を有する本県の特色を活かすためにも、「くまもと県南

フードバレー構想」等の施策と連携しながら、県産品の輸出ロット拡大に向

けた荷主企業の小口混載需要の掘り起こしを行う。 

・ また、混載サービス開始に向けた関係事業者との継続的な意見交換を行い、

関係企業との連携により冷蔵倉庫などの整備や、ＣＩＱ機能の充実等を進め、

ＣＦＳ倉庫のＰＲを行い利活用の促進を図る。 

④ＴＳＭＣの進出を契機とした更なる産業の集積への対応 

・ ＴＳＭＣ進出に伴い、半導体関連企業等からの本県に対する注目が高まる

中、本県への工業用地の需要が確実に高まっている。その波及効果を全県に

拡げるためには、県南地域にも新たな企業が進出できる環境を整える必要が

あるため、八代地域において県営工業団地を整備する。 

・ 企業立地促進補助金を活用しつつ、高圧ガスなど他港では取り扱いが難し

い品目にも対応できるなどの八代港の強みを生かしたＰＲにより、半導体関

連企業等をターゲットとした誘致活動を実施する。 

・ それに加え、八代市による新八代駅周辺を県南地域における人流や物流の

拠点とする「新八代駅周辺グランドデザイン」に掲げる取組みとも連携し、

企業立地促進補助金等を活用し、港湾機能向上に資する物流企業や荷量の増

につながる製造業の誘致促進を図る。 

⑤クルーズ船の寄港促進 

・ クルーズ船社からの本県港湾に対する評価を高め、更なるクルーズ船の寄

港増につなげていくため、ＣＩＱ関係機関に対して円滑な審査手続きを要望

していく。 

・ 今後の寄港増のため、国内外のクルーズ船社へのセールス活動と、寄港地

ツアー造成のためのファムツアーや国際見本市への出展等によるプロモーシ

ョンの強化を行い、誘致促進を図る。 

⑥戦略的広報の展開 

・ 新聞等メディアの活用、展示会や陸運事業者も含めたポートセミナー等の

各種機会を捉えた広報に加え、最新情報を適宜、ポートセールス協議会のホ

ームページで発信するとともに、ホームページへのアクセスを促す取組みを

行う。 

・ 特に、八代市及び八代港ポートセールス協議会と共同で開催するポートセ

ミナーでは、熊本港及び八代港が一体となってそれぞれの魅力を国内外の関

係企業にアピールすることで認知度向上を目指す。 

・ ポートセールス協議会ホームページについて、他言語化対応への取組みを

進めていく。 
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⑦民間企業や関係行政機関との連携した取組み 

・ ＴＳＭＣの進出は県内港の利用促進を図る上で絶好の機会であるため、コ

ンテナ取扱量の増加を目指すべく、当面は助成を継続する。なお、本ビジョ

ン期間中に官民が一体となり、コンテナ取扱量の増加に取組み、その成果と

して将来的な助成事業の在り方について改めて検討を行う。 

・ 港湾関係者による荷主企業への訪問に同行するなど、より効果的な営業活

動が行えるよう連携する。 

・ 今後の社会情勢の変化に適確に対応し、企業の生産活動に求められる海上

輸送拠点としての機能を強化し、地域の雇用や地域経済の維持発展を念頭に、

引き続き関係者と連携しながら取組みを進める。 

・ また、八代市が「新八代駅周辺グランドデザイン」の中で検討している新

八代駅周辺を人流や物流の拠点とする構想の状況も踏まえて、今後の進め方

を検討する。 

・ 令和６年６月には、物流施設の開発運営等を担う国際的な企業と、県、八

代市において、「県南地域の発展に向けたやつしろ物流拠点構想」の推進に係

る覚書を締結しており、今後、「やつしろ物流拠点構想」の具現化を図るため

の様々な取組みを推進していく。 

 

４ 八代港の将来像                                                                           

 八代港の将来像として、次の機能・役割を担う港を目指す。 

○  南九州から世界に繋がる物流のゲートウェイとして『企業から選ば
れる港』 

○  韓国及び台湾に加え、中国等との新規航路の開拓により『世界と繋
がる利便性の高い港』 

○  「くまもと県南フードバレー構想」や「八代港を核とする将来的な成
長ビジョン」と連携した南九州の物流集積に対応できる『港湾機能が
充実した港』 

○  大型クルーズ船の受入拠点として、「くまモンポート八代」を中心に
『観光客で賑わう港』 


